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貝塚市の概要 大阪府 貝塚市 KAIZUKA CITY

人 口： 80,212人（R8.4.1現在）

世帯数：38,917世帯（R8.4.1現在）

面 積： 43.93km2

職員数：   1,038人（R7.4.1現在）

決算状況（令和7年度）

歳出決算額：約378億円
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貝塚市所有公共建築物の延べ床面積内訳
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市民文化系施設

17,491㎡ 7%

歴史文化系施設 4,309㎡ 2%

スポレク系施設 6,710㎡ 2%

学校教育系施設

104,046㎡ 40%

子育て関連施設 7,856㎡ 3%

保健福祉施設 5,788㎡ 2%

行政系施設 19,079㎡ 7%

市営住宅 62,363㎡

24%

医療施設 21,563㎡ 8%

その他施設 12,903㎡ 5%

グラフ タイトル

市民

文…

〇公共建築物のうち、学校教育系施設は約40％、市営住宅は約24％を占めます。



貝塚市所有公共建築物の年度別整備延べ床面積

水道企業会計、下水道特別会計のインフラ関連施設を除く
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〇建築年代別には、旧耐震基準以前の施設の面積が半数程度を占めるほか、1990年代の施設の面積が多く、

 今後、1990年代の建築物が大規模修繕、更新時期を迎えます。



市営住宅の有効活用による官民連携事業
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貝塚市営住宅の有効活用による官民連携事業

貝塚市公営住宅プロット図
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貝塚市営住宅の有効活用による官民連携事業

＜ 市営住宅における現状 ＞

⚫ 市が保有する市営住宅の供給戸数が増大
⚫ 老朽化の著しい木造市営住宅が約500戸現存している

＜ 市営住宅における課題 ＞

⚫ 市営住宅の総量をどのように適正に維持していくか
⚫ 市営住宅サービスをどのように維持していくか
⚫ 今後の社会動向に沿ったまちづくりをどう進めていくか

これらの課題を解決する公共事業の検討と実施が急務
7



貝塚市営住宅の有効活用による官民連携事業

①公営住宅入居者に関する調査
・入居者の属性（年齢、性別、健
康、コミュニティの状況）
・福祉ニーズ
・周辺地域のコミュニティの状況
・意向（転居の条件）

②公営住宅敷地の不動産価値に
関する調査
・制度課題（補助金制度等）の整理
・契約条件（家賃）
・公営住宅に求める今後の役割
・近隣住民の意識

「貝塚市の抱える公営住宅課題をＰＰＰ／ＰＦＩ導入により解消する実現性調査」
貝塚市には、築50年超の市営木造住宅が500戸超残っており、その多くには高齢
者が点在し独居している。これら木造住宅を除却し、周辺地域を含むまちの再生
が急務となっているが、コミュニティの維持が困難となる等、現入居者の移転先の
確保が困難を極め、頓挫している。これを解決するにあたり、民間事業者(デベロッ
パー)のノウハウに加え民間賃貸住宅・アパートを活用した官民連携事業スキーム
について検討する。
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貝塚市営住宅の有効活用による官民連携事業

⑥民間空家・空アパートに関する調査
・戸数、建物状況（築年数、構造、部屋割り、耐震性能、
バリアフリー水準等）
・周辺地域の契約条件（家賃、敷金）
・オーナーの意向・条件
・住宅市場の動向

③国内外先進事例調査
・借上げ、家賃低廉化支
援、PPP/PFI（例:地優賃、
サ高住）

④官民のリスク分担
家賃滞納、紛争処理、
管理のあり方、不動産
所有、事業資金

⑤地域別の実現可能
な制度設計
（契約形態やファイナン
スを含む）

⑦課題の共通認識と合意形成の仕組み(ありたい姿)
・市、入居者、民間事業者、民間賃貸住宅オーナー等によ
る新たな解決手法(例： PPP/PFI(BOT)、借上げ、家賃低廉
化支援)
・民の提案による市営住宅跡地の新たなまちづくりと、公営
住宅の整備(賃貸住宅の活用を含む)のための資金確保
・現入居者の転居先に民間賃貸住宅を利用することで、市
は所有施設を削減でき、民間開発のための余剰地をより
産出できる
・中層住宅のリノベーション
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貝塚市営住宅の有効活用による官民連携事業

貝塚市営住宅の有効活用による官民連携事業
実施方針

事業目的
本事業は、市民の生活と安全を保障するために、老朽化が著しい市営木造住
宅を廃止していくうえで、民間の企画力、開発力、資産運用、資金調達等を活
用することにより、従来の手法よりも高質な公共サービスの基盤整備及び提供、
さらには市の将来の財政負担の軽減を図ることを目的とする。

事業内容
（ア）民間住宅資産の市営住宅としての活用
（イ）木造住宅の解体・撤去
（ウ）本事業により生まれる余剰地の事業用定期借地権等による活用
（エ）新市営住宅の設計・建設・維持管理
（オ）既存ＲＣ市営住宅の改修・維持管理
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貝塚市営住宅の有効活用による官民連携事業

ＲＣ造市営住宅 木造市営住宅

長寿命化により
引き続き活用

木造市営住宅は廃止
民間賃貸住宅を活用

ＲＣ構造の住宅は更新/修繕等で長寿命化を施し活用

木造住宅については廃止し入居者は近隣の民間賃貸住宅へ転居

木造住宅を廃止することによる市営住宅の総量削減を実現
民間賃貸住宅を活用することによる維持管理コストの削減を実現
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①市営脇浜住宅団地（RC造）の改修事業

⚫ 入居者の利用ニーズに合ったタイプを適量
改修。

⚫ 10年の事業期間で改修と維持管理を実施。

②虫食状の老朽戸建住宅

⚫ 老朽化した木造平屋建の市営住
宅の解体撤去。

➂解体撤去した木造市営住宅跡地の活用

⚫ 民間事業者による余剰地の有効活用。
⚫ 余剰地活用により生まれる収益は借上市
営住宅の家賃補助に充当。

①入居者の移転交渉支援業務

⚫ 市内の民間賃貸住宅を借上市営
住宅として活用。

⚫ 入居者の転居先は脇浜市営住宅
（RC造）も活用。

民 間 賃 貸 住 宅 を 有 効 活 用 し た 官 民 連 携 事 業

H２８年11月 実施方針の公表

Ｈ29 年７月末ごろ 特定事業の選定及び公表

Ｈ29 年７月末ごろ 募集要項等の公表

Ｈ29 年 12 月議会 債務負担行為の議決

H30 年３月末 事業契約の締結

事業スケジュール
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貝塚市営住宅の有効活用による官民連携事業

②入居者の移転

⑤市営住宅の撤

去

⑥民間収益施設

⑦収益

③入居者の家賃

④賃料(家賃＋サービス購入費)

ＳＰＣ市役所

⑧賃貸借料

民間賃貸住宅

①事業権契約
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貝塚市営住宅の有効活用による官民連携事業

ＳＰＣ
㈱貝塚

まちづくり
パートナーズ

プロジェクト
マネジメント会社

建築設計事務所

建設業者

不動産会社

構成企業

委託

委託

貝塚市

サービス対価支払い
（10年間延払い）

事業権契約

2018年3月 株式会社貝塚まちづくりパートナーズと契約締結
契約期間は10年間

委託

委託
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貝塚市営住宅の有効活用による官民連携事業
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（引用）「新・公民連携最前線」
https://project.nikkeibp.co.jp/atclppp/PPP/news/

120700111/



貝塚市営住宅の有効活用による官民連携事業

大規模改修工事とEV棟の増築脇浜団地住宅
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貝塚市営住宅の有効活用による官民連携事業

大規模改修工事とEV棟の増築脇浜団地住宅
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貝塚市営住宅の有効活用による官民連携事業

2018年9月台風21号に
よる市営木造住宅の被害

半田団地住宅
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貝塚市営住宅の有効活用による官民連携事業

福祉事業者による跡地活用

■建築基準法43条但し書きの
許可が必要

→解体撤去工事に会わせて
道路拡幅し工事期間短縮

半田団地住宅
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貝塚市営住宅の有効活用による官民連携事業

福祉事業者による跡地活用

■市街化調整区域での開発行為
→社会福祉施設の建設

半田団地住宅
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貝塚市営住宅の有効活用による官民連携事業

SPCの新たな提案
による跡地活用

■募集停止中のRC造住宅改修工事後の空き室
→隣地の木造住宅入居者全員がRC造空き室へ移転
→跡地活用についてSPCが新たな提案、方向性の協議

脇浜団地住宅
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泉 州 地 域 内 で の 既 存 の 取 組

ド ラ レ コ 協 定

道路・河川
包括

道路・公園包括

※詳細は次ページ以降に紹介。

泉州地域市町における広域連携と官民連携を組み合わせた公共施設マネジメントスキーム構築事業（群マネ）

令和5年
「GX実現に向けた広域連携による公共施設マネジメント

を地元事業者主体で実施するための官民連携スキーム構築調査」

令和7年度
「広域連携による改修・
建替を含む公営住宅の維
持管理業務包括委託にお
ける官民連携手法導入可

能性調査」

群
マ
ネ

泉州地域のこれまでの広域・官民連携の取組みについて

そ
の
他

令和7年度
「広域連携による改修・
建替を含む公営住宅の維
持管理業務包括委託にお
ける官民連携手法導入可

能性調査」

令和7年
「広域連携
による改
修・建替を
含む公営住
宅の維持管
理業務包括
委託におけ
る官民連携
手法導入可
能性調査」

令和7年
「広域連携
による改
修・建替を
含む公営住
宅の維持管
理業務包括
委託におけ
る官民連携
手法導入可
能性調査」

泉
大
津

高
石

忠
岡

和
泉

岸
和
田

貝
塚

泉
佐
野

泉
南

阪
南

熊
取

田
尻 岬



令和7年度先導的官民連携支援事業
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（引用）「国土交通省」
https://www.mlit.go.jp/report/pre

ss/content/001881272.pdf



国土交通省の先導的官民連携支援事業を通して、将来の社会構造を見据えた

全国的なモデルとなる公営住宅の維持管理手法等を検討

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

合 計

業 務 名 市 町 名
岸和
田市

泉大
津市

貝塚
市

泉佐
野市

和泉
市

高石
市

泉南
市

阪南
市

忠岡
町

熊取
町

田尻
町

岬町

改修・建替を含む公営住宅の
維持管理業務

〇 〇 〇 〇 〇 〇 ６市町

◆公営住宅における広域連携
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令和7年度先導的官民連携支援事業

テーマ１：公営住宅の更新や維持管理における空き住戸の増加、老朽化及び技術職員不足への対策も 踏まえた効率的な広域・官民
連携スキームの調査･構築
※公営住宅の更新（改修・集約建替等）や維持管理（法定点検・修繕等）について効率的で効果的な実効性のある手法
（コンセッション・PPP/PFI手法）を検討し、対象自治体間で連携・展開できる官民連携スキームの調査、検討及び構築

テーマ２：広域・官民連携手法を用いて公営住宅に関する様々なコスト縮減・事務量軽減を実現させる持続可能な組織体の構築・
実装に向けた調査・検討

テーマ３：事業者の事業参画促進に向けた調査・検討



➢ 泉州地域6市町における公営住宅関連業務についての課題

公営住宅事業の維持管理業務の事業性を広域・官民連携にて実施することで事業の確保を検討

課 題 詳 細

公営住宅関連業務に従事する職
員確保（特に技術系職員）が困
難

・小規模自治体においては、非常に限られた人員で幅広い公営住宅関連業務で実施し
ている。
・公営住宅の修繕や整備関係業務を担う技術系職員数が限られている。公営住宅以
外の業務を兼務している職員も多い。

外部委託の導入が進んでいない ・公営住宅の建替・維持管理業務におけるPFI事業や指定管理制度について、特に小規模

な自治体単独では導入のハードルが高く、また事業規模が小さいためスケールメリットが働き

にくい。

・公営住宅事業においては、低所得者に低廉な家賃で住宅を提供するという事業の性質上、

入居者選定や家賃決定において他の公営住宅との均衡が必要なことや事業採算性が低

い。

69

令和7年度先導的官民連携支援事業
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⚫公営住宅の更新・維持管理を、自治体単独で行う形態と複数
自治体による広域連携する形態を比較した。

単独自治体 共同発注 協議会 一部事務組合

説明
それぞれの市町
が個別に発注

複数市町で共同
発注し、同一の
事業者とそれぞ
れ契約

地方自治法上の
協議会を設置し、
協議会が発注

一部事務組合を
設立し、6市町
の公営住宅事務
を実施

職員の安定的確保 × ○ ○ ◎
業務遂行上の
迅速な意思決定

× × × ○

発注・契約の主体 × △ △ ○

経済性の有無 × ○ ○ ○

【広域で連携する手法の比較検討（一部抜粋）】

令和7年度先導的官民連携支援事業
【効率的な広域・官民連携スキームの調査、検討及び構築】

【持続可能な組織体の構築・実装に向けた調査・検討】

⚫公営住宅法の規定を踏まえ、公営住宅の事業主体及び管理代行制度
の要件、管理代行や指定管理制度により委託可能な業務範囲につい
て整理を行った。

事業主体 概要 課題等

泉州地域6市町 引き続き6市町が事業主体 引き続き業務が市町に残る

一部事務組合へ
移管・集約化

一部事務組合を設立し、公営住宅
を移管し事業主体となる

組合の設立・運営コスト必要
現時点で同様の事例はない

大阪府に移管 大阪府に移管し、府が事業主体 府への移管は非現実的

官民連携組織に移管 官民連携組織を設立し、公営住宅
を移管し事業主体となる

現行公営住宅法上は不可

【公営住宅の事業主体の検討（一部抜粋）】

【実装に向けたアクションプラン】
⚫公営住宅関連業務を包括的に維持管理するための方法として、公営住宅
業務の「共同化」または「広域化」が考えられ、次年度以降に方向性を
定める必要がある。

⚫広域化スキーム・手法の精緻化や、官民連携手法の情報整理・精緻化を
行い、事業化に向けて「官民連携」×「広域化」のパターンの検討を進
めていく。

【公営住宅業務を包括的に維持管理するための方法】

【今後のスケジュール案】
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令和8年度 国土交通省 先導的官民連携支援事業の採択について

【群マネ】
泉州地域におけるインフラ維持管理体制
構築に向けた調査
調査費：15,190（千円）（全額補助）

【公営住宅】
公営住宅の維持管理・運営に係る広域型
官民連携事業スキーム検討調査
調査費：16,205（千円）（全額補助）



ご清聴ありがとうございました

〒597-8585

大阪府貝塚市畠中1丁目17番1号

貝塚市総合政策部公共施設マネジメント室

電話：072-433-7213（直通）

E-mail: zaisei-s@city.kaizuka.lg.jp 
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